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貸借対照表 
 

地方自治体の経理は、年度内の収入と支出を単純に差し引きする単式簿記の方法であり、取得した資

産についての減価償却など資産評価的な経理は行われていません。そのため、資産形成の内容、現在の資

産価値などがわからない状態でした。 

貸借対照表は、資産形成とその財源（市債、補助金等）の状況を明らかにすることが可能であり、投

資に対する効果などを評価することにより、長期的な財政運営の効率化を図る上で重要な指標となってい

ます。 

 

平成２３年度の貸借対照表から‥ 

 

 これまでに高山市では、２，９３８億１千万円の資産を形成しています。財源の内訳として２，３５４

億１千万円は、これまでの世代が負担（国県補助金含む。）したもので既に支払を済ませており、残り５

８４億円は、将来世代の負担として今後に債務の支払いをしていくことになります。 

 

① 公共資産の整備状況 

資産の２，９３８億１千万円のうち、２，５１５億円が土地、建物等の公共資産となっています。 

有形固定資産は、行政サービスを提供するために長期にわたって使用される学校、道路、橋、庁舎

などの資産で、前年度と比較して３２億６千万円減の２，５０８億円となっています。これは、道路

整備事業費２０億７千万円、駅周辺土地区画整理事業費３億１千万円、小学校整備事業費７億１千万

円、中学校整備事業費３億８千万円、国府支所建設事業費３億４千万円などにより総額５９億９千万

円の資産が増加しましたが、減価償却などにより９２億５千万円の資産が減少したことによるもので

す。 

売却可能資産は、行政サービスの提供に利用されていない遊休資産や未利用資産などで、未利用の

普通財産の土地について、固定資産評価額で算定し７億円を計上しています。 

 

② 将来の支出に対する貯蓄状況 

資産形成に係る市債の返済や将来の支出に充てる貯蓄となるのが基金の積立残高で、基金等に計上

しているまちづくり基金をはじめとした特定目的基金、土地開発基金など１６８億４千万円と、現金

預金に計上している財政調整基金、減債基金の１９０億８千万円を合わせた３５９億２千万円あり、

前年度と比較して３２億４千万円増加しています。 

それに対して借金は、地方債と翌年度償還予定地方債を合わせた４５１億円あり、前年度と比較し

て３１億９千万円減少しています。貯蓄の約１．２６倍の借金があることになりますが、このうち約

３５２億円については、後年度に地方交付税で措置されることが見込まれているものであり、実際に

高山市が負担する割合は低くなります。 

 

③ 市税等の回収状況 

未回収の市税等は、投資等の長期延滞債権（１年以上回収されていない債権）と流動資産の未収金

（１年未満の債権）に計上しています。長期延滞債権と未収金の主な内容は、市税の未回収額１１億

３千万円で、前年度と比較して８千万円増加しています。今後も早期回収に努めていきます。 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 39,628,637

①生活インフラ・国土保全 113,099,112 (2) 長期未払金

②教育 56,139,112 ①物件の購入等

③福祉 7,547,519 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,288,995 ③その他

⑤産業振興 40,076,109 長期未払金計 4,038,441

⑥消防 5,194,272 (3) 退職手当引当金 7,606,971

⑦総務 23,459,958 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 250,805,077 固定負債合計 51,274,049

(2) 売却可能資産 701,420

公共資産合計 251,506,497 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 5,469,072

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 503,255

①投資及び出資金 1,151,829 (4) 翌年度支払予定退職手当 780,000

②投資損失引当金 △ 21,499 (5) 賞与引当金 372,947

投資及び出資金計 1,130,330 流動負債合計 7,125,274

(2) 貸付金 17,530

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 58,399,323

①退職手当目的基金 3,999,462

②その他特定目的基金 10,946,763

③土地開発基金 1,514,101

④その他定額運用基金 378,593 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 43,179,220

基金等計 16,838,919

(4) 長期延滞債権 889,203 ２　公共資産等整備一般財源等 181,080,889

(5) 回収不能見込額 △ 206,306

投資等合計 18,669,676 ３　その他一般財源等 10,989,963

３　流動資産 ４　資産評価差額 163,967

(1) 現金預金

①財政調整基金 14,936,634 純　 資　 産　 合　 計 235,414,039

②減債基金 4,141,984

③歳計現金 4,235,163

現金預金計 23,313,781

(2) 未収金

①地方税 298,677

②その他 24,731

③回収不能見込額 0

未収金計 323,408

流動資産合計 23,637,189

資　　産　　合　　計 293,813,362 負 債 ・ 純 資 産 合 計 293,813,362

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち35,236,394千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 78,680,239 千円

　[内訳]　一般会計地方債残高 45,512,497 千円 45,512,497 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 3,067,878 千円 3,067,878 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 21,614,859 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 98,034 千円 98,034 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 8,386,971 千円 8,386,971 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 92,290,638 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 33,239,034 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 7,173,893 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 51,877,711 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △13,610,399 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は60,774,957千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は181,577,737千円です。

項目 金額

0

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当金】

【契約債務・偶発債務】

0

21,614,859

0

0

0

貸　　　　　　　　　　方

貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方

1,159,280

0

2,879,161

260,961

0

0

0

5,758,333

1,927,139

1,451,124

1,058,462

13,143,849

16,032,787

23,634,893

8,935

287,051

23,634,893

5,461,093

2,141,013

- 3 -



市民１人あたりの貸借対照表 〔平成24年3月31日現在人口　92,861人〕

平成２３年度　高山市貸借対照表

負　　　　債
62.9万円

（△2.3万円）

純　資　産
253.5万円
（3.4万円）

行政サービスを提供するために保有している資産(財産)と、その資産をどのよう
な財源で賄ってきたかを表しています。

有形固定資産
売却可能資産

270.8万円
（△2.2万円）

316.4万円
（1.1万円）

投資的資産
20.1万円
（0.1万円）

流動的資産
25.5万円
（3.2万円）

資産合計
316.4万円
（1.1万円）

負債及び純資産合計

【資産の部】 
 

 行政サービスを提供するために 

保有している資産（財産） 
 

 有形固定資産 2,508億円 （△32億6千万円） 
 

  学校、道路、橋、庁舎などの建設的事業にこれま 

  でに使われたお金の総額です。道路や建物などの 

  建設費は減価償却（価値の見直し）をしています。 

  土地代は購入時点の価格で計上しています。 

 

 売却可能資産 7億円 （△1千万円） 
 

  行政サービスの提供に活用されていない遊休資産 

  の時価評価額の総額です。 

  

 投資的資産 186億7千万円 （1千万円） 
 

  関係団体への出資金やまちづくり基金、福祉健康 

  基金など特定目的の基金（貯金）などの総額です。 

 

 流動的資産 236億4千万円 （28億3千万円） 
 

  現金、財政調整基金などのすぐに現金化すること 

  ができる基金（貯金）、市税など市に納めてもらう 

  お金のうち、まだ収入されていないものなどの総額 

  です。 

 

 

 資産合計 2,938億1千万円 
（△4億3千万円） 

【負債の部】 
 

 将来の世代が負担する金額 
 

 借入金（市債） 451億円 （△31億9千万円） 
 

  これまでに学校や道路などを建設するための財源 

  として国や銀行から借りたお金（借金）の残高です。 

 

 引当金 87億6千万円 （2千万円） 
 

  年度末に市職員全員が普通退職したと想定した場 

  合に必要となる退職手当など、将来発生することが 

  見込まれる費用の総額です。 

 

 未払金等 45億4千万円 （7億5千万円） 

 

 負債合計 584億円 
（△24億2千万円） 

【純資産の部】 
 

 これまでの世代が負担した金額 
 

  これまでに学校や道路などを建設するために使 

  われたお金のうち、国や県からの補助金、税金な 

  どのお金の総額です。 

 

 純資産合計 2,354億1千万円 
（19億9千万円） 

計  2,938億1千万円 （△4億3千万円） 計  2,938億1千万円 （△4億3千万円） 

概要版 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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消防

総務

生活インフラ・国土保全

道路、橋りょう、河川、公園、市営住宅等

教育

小学校、中学校、社会教育施設、文化財施設、体育施設等

福祉

福祉センター、保育園等

環境衛生

ごみ処理施設、し尿処理施設、保健センター等

産業振興

農業用施設（農道・用排水路等）、林道、造林地、観光施設等

消防

消防庁舎、消防車両等

総務

庁舎等

生活インフラ・ 

国土保全 

1,131億円 

（2億2千万円） 

45.1% 

教育 

561億4千万円 

（△1億3千万円） 

22.4% 

福祉 

75億5千万円 

（△4億円） 

3.0% 

環境衛生 

52億9千万円 

（△1億6千万円） 

2.1% 

産業振興 

400億7千万円 

（△23億3千万円） 

16.0% 

消防 

51億9千万円 

（△2億3千万円） 

2.1% 総務 

234億6千万円 

（△2億3千万円） 

9.3% 

有形固定資産残高 

合 計 

2,508億円 
（△32億6千万円） 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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行政コスト計算書 
 

貸借対照表が自治体の資産、負債等といった資産形成の状況を明らかにするものに対して、人的サー

ビス、給付サービスといった行政サービスの状況を明らかにするための指標となるのが行政コスト計算書

です。 

この行政コストは、現金の支出だけでなく、減価償却費、退職手当引当金や不納欠損金といった非現

金支出を含めることにより、コスト全体が把握できることとなります。現金支出のみに着目した、予算、

決算時の議論、分析は、ともすれば資産形成に要する費用の多少に向けられがちですが、行政コストを明

確に把握することで、行政活動の効率性を検討することができれば、将来の有効活用を含めた長期的なコ

スト意識の醸成につながると考えます。 

 

平成２３年度の行政コスト計算書から‥ 

 

① 経常行政コスト 

経常行政コストの総額は４００億２千万円で、前年度と比較して１２億８千万円（３．３％）増加

しています。 

性質別にみると、「移転支出的なコスト」が１６３億３千万円で最も多く全体の４０．８％を占めて

おり、前年度に比べ１３億３千万円（８．８％）増加しています。これは、他団体への公共資産整備

補助金等が病院施設や高山トマト選果場の整備に対する助成などにより６億円（１０２．３％）増加、

補助金等が岐阜国体開催に伴う負担金支出やエコ住宅の新築・エコリフォームに対する助成などによ

り３億８千万円（１１．２％）増加したことなどによるものです。 

目的別にみると、福祉が１１６億１千万円で最も多く全体の２９．０％を占めており、前年度に比

べ５億円（４．６％）増加しています。これは、社会保障給付が子ども手当費や生活保護費などで２

億６千万円（４．２％）増加、他会計等への支出額が介護保険事業や後期高齢者医療事業などにおけ

る保険給付費の増加に伴い９千万円（３．８％）増加したことなどによるものです。 

性質別と目的別の両方からみると、福祉、環境衛生、産業振興は、社会保障給付や補助金等の「移

転支出的なコスト」が大きく給付サービスが主であることがわかります。生活インフラ・国土保全、

教育は、過去に作った道路や学校などにかかる減価償却費や維持補修費等の「物にかかるコスト」が

大きいことがわかります。総務、消防は、人件費の「人にかかるコスト」が大きく人的サービスが主

であることがわかります。 

 

② 経常収益 

経常収益は、使用料などの受益者負担の金額のことで、総額は１０億９千万円で前年度と比較して

６千万円増加しています。 

経常収益の額の経常行政コストに対する比率、いわゆる受益者負担比率は２．７％となっています。 

 

③ 純経常行政コスト 

経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、３８９億３千万円となっています。 

経常収益には税収を含めないため大幅なコスト超過になっていますが、純経常行政コストは、市税、

地方譲与税、地方交付税といった一般財源で賄うことになります。 



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 6,179,461 15.4% 230,148 893,070 752,988 380,516 645,045 992,435 1,924,679 360,580 0

（２）退職手当引当金繰入等 801,611 2.0% 102,870 93,019 212,109 △ 1,589 △ 22,308 86,699 332,528 △ 1,717 0

（３）賞与引当金繰入額 372,947 0.9% 22,982 45,642 59,004 28,702 46,532 64,871 101,442 3,772 0

小　　計 7,354,019 18.4% 356,000 1,031,731 1,024,101 407,629 669,269 1,144,005 2,358,649 362,635 0

（１）物件費 6,065,773 15.2% 356,901 1,754,940 476,637 1,224,791 563,982 272,031 1,396,348 20,143 0

（２）維持補修費 737,000 1.8% 611,363 29,990 6,732 26,453 50,285 4,854 7,323 0

（３）減価償却費 8,768,997 21.9% 2,739,984 1,443,159 478,408 343,501 2,775,565 368,043 620,337 0

小　　計 15,571,770 38.9% 3,708,248 3,228,089 961,777 1,594,745 3,389,832 644,928 2,024,008 20,143 0 0

（１）社会保障給付 6,464,780 16.2% 44,997 6,419,783 0

（２）補助金等 3,727,391 9.3% 20,243 453,222 597,704 684,504 1,670,291 73,382 224,989 3,056 0

（３）他会計等への支出額 4,952,009 12.4% 1,425,707 0 2,549,712 291,397 685,193 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,183,302 3.0% 95,283 100,238 58,787 251,881 649,045 609 27,459 0 0

小　　計 16,327,482 40.8% 1,541,233 598,457 9,625,986 1,227,782 3,004,529 73,991 252,448 3,056 0

（１）支払利息 734,148 1.8% 734,148

（２）回収不能見込計上額 27,917 0.1% 27,917

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 762,065 1.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 734,148 27,917 0

40,015,336 5,605,481 4,858,277 11,611,864 3,230,156 7,063,630 1,862,924 4,635,105 385,834 734,148 27,917 0

（　構　成　比　率　） 14.0% 12.1% 29.0% 8.1% 17.6% 4.7% 11.6% 1.0% 1.8% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 616,191 97,664 8,554 122,870 135,689 21,894 4,911 52,781 0 18,495 0 153,333

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 473,608 0 5,089 246,913 40,980 16,253 96,250 54,649 0 267 0 13,207

1,089,799 97,664 13,643 369,783 176,669 38,147 101,161 107,430 0 18,762 0 166,540

ｄ／ａ 2.7% 1.7% 0.3% 3.2% 5.5% 0.5% 5.4% 2.3% 0.0% 2.6% 0.0%

38,925,537 5,507,817 4,844,634 11,242,081 3,053,487 7,025,483 1,761,763 4,527,675 385,834 715,386 27,917 0 △ 166,540

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

経 常 行 政 コ ス ト ａ

３

４

２

１
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減価償却費

社会保障給付

補助金等

他会計等への支出額

他団体への公共資産整備補助金等

支払利息

回収不能見込計上額

その他行政コスト

市民１人あたりの性質別の行政コスト 〔平成24年3月31日現在人口　92,861人〕

　人件費

　退職手当引当金繰入等

　賞与引当金繰入額

　物件費

　維持補修費

　減価償却費

　社会保障給付

　補助金等

　他会計等への支出額

　他団体への公共資産整備補助金等

　支払利息

　回収不能見込計上額

7,906 円

301 円

（△125 円）

（△412 円）

（△495 円）

（6,322 円）

（△3,501 円）

（△302 円）

（3,110 円）

（1,228 円）

（6,475 円）

（△751 円）

（4,202 円）

94,431 円

69,618 円

40,139 円

53,327 円

12,743 円

66,545 円

8,632 円

4,016 円

65,321 円

7,937 円

平成２３年度　高山市行政コスト計算書

資産の形成につながらない行政サービスに要した費用（経常行政コスト）を性質別
目的別に表しています。

430,916 円

（△41 円）

（15,710 円）合　　　　　計

概要版 

人にかかるコスト 

73億6千万円 

（△1億2千万円） 

18.4% 

物にかかるコスト 

155億7千万円 

（1億5千万円） 

38.9% 

移転支出的 

なコスト 

163億3千万円 

（13億3千万円） 

40.8% 

その他のコスト 

7億6千万円 

（△8千万円） 

1.9% 

人件費 

61億8千万円 

（△4千万円） 

15.4% 

退職手当引当金 

繰入等 

8億円 

（△4千万円） 

2.0% 

賞与引当金繰入額 

3億8千万円 
（△4千万円） 

0.9% 

物件費 

60億6千万円 

（5億5千万円）  

15.2% 

維持補修費 

7億4千万円 
（△3億3千万円） 

1.8% 

減価償却費 

87億7千万円 
（△7千万円） 

21.9% 

社会保障給付 

64億7千万円 
（2億6千万円） 

16.2% 

補助金等 

37億3千万円 

（3億8千万円） 

9.3% 

他会計等への支出額 

49億5千万円 

（9千万円） 

12.4% 

他団体への公共資産 

整備補助金等 

11億8千万円 

（6億円） 

3.0% 

支払利息 

7億3千万円 

（△8千万円） 

1.8% 

回収不能見込計上額 

3千万円 

（0千万円） 

0.1% 

合 計 

400億2千万円 
（12億8千万円） 

性質別の行政コスト 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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市民１人あたりの目的別の行政コスト 〔平成24年3月31日現在人口　92,861人〕

　生活インフラ・国土保全

　教育

　福祉

　環境衛生

　産業振興

　消防

　総務

　議会

　その他

合　　　　　計

60,364 円

52,318 円

125,046 円

34,785 円

76,067 円

20,061 円

49,914 円

4,155 円

8,206 円

430,916 円 （15,710 円）

（△1,164 円）

（3,479 円）

（6,024 円）

（3,708 円）

（1,903 円）

（△25 円）

（2,326 円）

（252 円）

（△793 円）

生活インフラ・ 

国土保全 

56億1千万円 

（△1億3千万円） 

14.0% 

教育 

48億6千万円 

（3億円） 

12.1% 

福祉 

116億1千万円 

（5億円） 

29.0% 

環境衛生 

32億3千万円 

（3億3千万円） 

8.1% 

産業振興 

70億6千万円 

（1億4千万円） 

17.6% 

消防 

18億6千万円 

（△1千万円） 

4.7% 

総務 

46億4千万円 

（2億円） 

11.6% 

議会 

3億9千万円 

（3千万円） 

1.0% 

その他 

7億6千万円 

（△8千万円） 

1.9% 

目的別の行政コスト 

合 計 

400億2千万円 
（12億8千万円） 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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純資産変動計算書 
 

貸借対照表の純資産の部の各勘定が会計年度中にどのように変動したかを表すのが純資産変動計算書

です。 

資産を形成するために使われたお金のうち、これまでの世代が負担してきた部分が増加したのか、あ

るいは減少したのかがわかります。 

 

平成２３年度の純資産計算書から‥ 

 

① 純経常行政コストについて 

純経常行政コスト３８９億３千万円に対し、市税、地方交付税等の一般財源と補助金等受入（公共

資産等整備分除く）の合計が４０８億６千万円となっています。したがって１９億円３千万円の財源

超過であることがわかります。 

なお、減価償却費のうち、公共資産等整備国県補助金等２１億６千万円は、実質的に負担をしてい

ない補助金等を財源にしているため、これを考慮すると４０億９千万円の財源超過になっていると考

えられます。 

 

② 臨時損益について 

経常的なコストのほかに、災害復旧事業費２億３千万円、公共施設の解体等に伴う公共資産除売却

損益４億４千万円、出資先団体の純資産額の減少に伴う投資損失３，５００万円、新たな債務負担行

為の設定に伴う長期未払金繰入等１２億１千万円が臨時損失として発生しています。 

 

③ 科目振替について 

「公共資産整備への財源投入」、「貸付金・出資金等への財源投入」では、財源として拘束されてい

なかった一般財源が、公共資産整備や貸付金・出資金等の財源として使用され、公共資産整備一般財

源として拘束されることになります。平成２３年度は、一般財源から４４億６千万円が公共資産整備

に、２３億１千万円が貸付金・出資金等に投入されています。 

「減価償却による財源増」では、財源として拘束されていた公共資産等一般財源が、減価償却に伴

い８７億７千万円が一般財源として回収されたことになります。 

「地方債償還に伴う財源振替」では、公共資産整備の財源として発行された地方債を償還すること

で、一般財源４４億５千万円が公共資産等整備一般財源として拘束されたことになります。 

 

以上により、１年間で１９億９千万円の純資産が増加し、このうち使途の自由な一般財源は６億４千

万円増加しています。  

 

  



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 233,415,660 43,853,738 179,065,843 10,351,098 144,981

純経常行政コスト △ 38,925,537 △ 38,925,537

一般財源

地方税 14,148,512 14,148,512

地方交付税 16,415,802 16,415,802

その他行政コスト充当財源 3,753,854 3,753,854

補助金等受入 8,029,119 1,486,857 6,542,262

臨時損益

災害復旧事業費 △ 228,430 △ 228,430

公共資産除売却損益 △ 442,280 △ 452,136 9,856

投資損失 △ 34,835 △ 34,835

長期未払金支払戻入 454,433 454,433

長期未払金繰入等 △ 1,205,256 △ 1,205,256

科目振替

公共資産整備への財源投入 4,463,839 △ 4,463,839

公共資産処分による財源増 △ 11,657 25,668 △ 14,011

貸付金・出資金等への財源投入 2,487,112 △ 2,487,112

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 2,312,589 2,312,589

減価償却による財源増 △ 2,161,375 △ 6,607,622 8,768,997

地方債償還に伴う財源振替 4,448,099 △ 4,448,099

資産評価替えによる変動額 △ 8,231 △ 8,231

無償受贈資産受入 41,228 41,228

その他 0 0

期末純資産残高 235,414,039 43,179,220 181,080,889 10,989,963 163,967

純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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資金収支計算書 
 

歳入歳出決算書は、款項目別に表示され、資本取引と損益取引の区分がない現金の出入りの情報が中

心であるため、資産や負債といったストック情報につながらないなど、資金収支の状況を明確にしていま

せん。 

この欠陥を補完するのが資金収支計算書です。経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務

的収支の部により表示することにより、行政活動別の資金収支の状況がわかります。 

 

平成２３年度の資金収支計算書から‥ 

 

① 経常的収支について 

支出合計は２８３億６千万円で、前年度と比較して９億５千万円（３．５％）増加しています。こ

れは、物件費がまちなみバスやのらマイカーの運行開始、子宮頸がん予防ワクチン等の接種開始など

により５億１千万円（９．１％）増加、社会保障給付が子ども手当費や生活保護費などで２億６千万

円（４．２％）増加したことなどによるものです。 

収入合計は４３７億１千万円で、前年度と比較して１７億２千万円（３．８％）減少しています。

これは、国県補助金等が地方譲与税や地域活性化臨時交付金などで１４億９千万円（１９．９％）減

少、臨時財政対策債発行額が９億６千万円（２９．１％）減少したことなどによるものです。 

収支は１５５億２千万円の収入超過となっており、公共資産整備や地方債償還に充当されることに

なります。 

 

② 公共資産整備収支について 

支出合計は７１億９千万円で、前年度と比較して１８億１千万円減少しています。これは、高山市

が行う公共資産整備のための支出が国府支所建設事業費、飛騨高山まちの博物館整備事業費などで２

４億３千万円（２９．０％）減少しましたが、他団体への公共資産整備補助金等が病院施設や高山ト

マト選果場の整備に対する助成により６億円（１０２．３％）増加したことなどによるものです。 

収支は４７億９千万円の財源不足となっており、不足額は経常的収支で賄われたことになります。 

 

③ 投資・財務的収支の部 

支出合計は１３３億４千万円で、前年度と比較して６億３千万円（４．５％）減少しています。こ

れは、地方債償還額が４億６千万円（７．７％）減少したことなどによるものです。 

収支は１１０億１千万円の財源不足となっており、不足額は経常的収支、期首歳計現金残高で賄わ

れたことになります。 

 

以上により、１年間で４億５千万円の歳計現金が減少し、期末の歳計現金残高は４２億４千万円とな

っています。 

 

 



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は4,010,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

5,993,449

6,464,780

3,727,391

734,148

資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

7,340,613

6,065,773

3,065,948

965,430

28,364,083

14,017,390

16,415,802

53,459

611,442

449,520

3,255,121

2,342,500

428,593

200,592

43,714,409

15,350,326

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

5,950,696

1,183,302

7,513

7,187,457

2,035,670

0

242,696

123,627

2,401,993

△ 4,785,464

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

126

2,064,912

3,900,087

△ 446,117

0

1,832,602

5,531,019

13,336,259

0

2,090,837

0

0

0

234,443

0

2,325,280

△ 11,010,979

4,681,280

4,235,163

48,441,682

6,753,380

2,342,500
0

48,887,799
6,265,167
3,276,830
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市民１人あたりの資金収支計算書 〔平成24年3月31日現在人口　92,861人〕

平成２３年度　高山市資金収支計算書

１年間の現金の動きを３つの活動に区分して表しています。

470,751 円 

25,867 円 

25,040 円 

経常的収支

公共資産整備収支

投資・財務的収支

人件費や物件費、社会保障給付などの支出と市税や地方交付
税などの収入

公共資産の整備などにかかる支出と国・県の補助金や借金など
の収入

借金の返済や基金への積立金などの支出と国・県補助金や公
共資産の売却収入などの収入

143,615 円 △118,575 円 

（1,691 円） （20,733 円）

投資・財務的収支

（11,663 円） （△16,163 円） （△27,826 円）

（△19,042 円）

521,658 円 526,462 円 △4,804 円 

経常的収支

公共資産整備収支

合　　　計

支　　出

（△6,057 円） （226 円） （6,283 円）

（△13,436 円） （△14,246 円） （△810 円）

305,447 円 165,304 円 

77,400 円 △51,533 円 

収　　入 収　　支

283億6千万円 
（9億5千万円） 

437億1千万円 
（△17億2千万円） 

71億9千万円 
（△18億1千万円） 

24億円 
（1億4千万円） 

133億4千万円 
（△6億3千万円） 

23億3千万円 
（1千万円） 

支出 

収入 

経常的収支 

153億5千万円 
（△26億7千万円） 

公共資産整備収支 

△47億9千万円 
（19億5千万円） 

投資・財務的収支 

△110億1千万円 
（6億4千万円） 

合計収支 

△4億5千万円 
（△8千万円） 

概要版 

合計 488億9千万円 
（△14億9千万円） 

合計 484億4千万円 
（△15億7千万円） 

数値は端数処理をしています。 

（ ）は前年度との比較額です。 
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（単位：百万円）

１． 社会資本形成の世代間負担比率（貸借対照表より）

地方債残高（長期未払金、未払金含む）（Ａ） 49,639

公共資産（Ｂ） 251,506

将来世代による社会資本形成負担率（Ａ／Ｂ） 20％ （前年度：20％）

２． 流動比率（貸借対照表より）

流動資産（Ａ） 23,637

流動負債（Ｂ） 7,125

流動比率（Ａ／Ｂ） 332％ （前年度：288％）

３． 固定比率（貸借対照表より）

公共資産（Ａ） 251,506

純資産（Ｂ） 235,414

固定比率（Ａ／Ｂ） 107％ （前年度：109％）

４． 受益者負担比率（行政コスト計算書より）

経常収益（Ａ） 1,090

経常行政コスト（Ｂ） 40,015

受益者負担比率（Ａ／Ｂ） 2.7％ （前年度：2.6％）

５． 地方債の償還可能年数（貸借対照表、資金収支計算書より）

地方債残高（Ａ） 45,098

経常的収支額（地方債発行額、基金取崩額除く）（Ｂ） 12,579

地方債の償還可能年数（Ａ／Ｂ） 3.59年 （前年度：3.29年）

　自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す
指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。
　なお、平均的な値は、３年～９年の間の年数になります。

平成２３年度　財務諸表を活用した財政分析

　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、地方債による形成割合を見ることにより、今後の世代に
よって負担する割合を見ることができます。
　なお、平均的な値は、１５％～４０％の間の比率になります。

　流動資産が流動負債をどれだけ上回っているかを見ることにより、短期の資金余裕度を見ることがで
きます。
　なお、１００％を下回ると支払能力に問題があり、２００％以上が望ましいとされています。

　公共（固定）資産が純資産（自己資本）でどのくらい賄われているかを見る比率です。
　なお、１００％以下が望ましいとされています。

　経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算定す
ることで、受益者負担割合を算定することができます。
　なお、平均的な値は、２％～８％の間の比率になります。

- 15 -



内　　　　　容 備　　　　　考

平成２３年度高山市普通会計
高山市一般会計
高山市給食費特別会計

　総務省の「新地方公会計制度研究会報告
書」及び「新地方公会計制度実務研究会報告
書」で示された財務書類のモデルのうち、「総
務省方式改訂モデル」により作成

固定・流動の
分 類

１年基準による

　決算日の翌日から起算して１年以内に現
金化される資産を「流動資産」、１年を超え
て現金化されるか、現金化を本来の目的と
しない資産を固定資産とする考え方

資 産 の
表 示 方 法

資産は固定性配列法により表示

　民間企業の貸借対照表が流動性の高い
ものから順番に表示しているのに対し、資
産形成が重要である公的機関のため、有形
固定資産より順番に表示

対 象 期 間
　平成２３年４月1日から平成２４年３月３１日ま
での期間 （ただし平成２４年４月１日から５月
末日までの出納整理期間を含む。）

　企業会計が会計年度内に約束した収支を
対象にしているのに対し、会計年度内の実
際の支出・収入を対象とする考え方
　ただし出納整理期間は年度内とみなす

デ ー タ の
収 集 方 法

　昭和４４年度からの地方財政状況調査（決算
統計）のデータ及び高山市決算資料より集計
　合併団体についても昭和４４年度からの地方
財政状況調査より集計

　有形固定資産の個別の取得価格・取得年
度のデータがないため、同調査の普通建設
事業費の決算額をもって取得価格とする
　昭和４４年度からとしたのは、同調査が電
算化され、確実にデータが残っている年度
であり、それ以前の減価償却対象資産の残
存価格がわずかであると考えられるため

資 産 評 価 の
方 法

　総務省基準に基づき、資産は取得原価主義
（取得に必要とした実際の支出額）で評価
　①土地については取得原価
　②建物については取得原価より所定の耐用
　　 年数に応じ減価償却したもの

　民間企業では企業の資金力を示すことを
重視する観点から固定資産を時価評価で
表示するのに対し、地方自治体では資産形
成のためにいかに投資してきたかを重視す
る観点から、基本的に売却し現金化できな
い固定資産は取得原価で表示

退 職 手 当
引 当 金

　年度末に在籍する特別職を含む全職員が自
己都合退職した場合の退職手当支給見込額

　すぐに支払いが発生する債務ではない
が、職員を雇用していることによって将来支
給すべき退職手当のうち、その年度末まで
に発生した額を負債に計上

減 価 償 却
　総務省基準による耐用年数に基づき、残存
価額を無しとし、定額法により減価償却

　地方財政状況調査の歳出目的別により有
形固定資産分類を仕分け
　有形固定資産を形成するために収入した
国県補助金についても減価償却することに
より資産のバランスを確保

対 象 範 囲

貸借対照表作成基準

貸借対照表の基準
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資産の部

1 公共資産

(1) 有形固定資産
・
・
・

市が保有している土地、家屋等の資産価格を計上
土地については取得価格を計上
家屋等については減価償却後の残存価格を計上

(2) 売却可能資産
・
・

普通財産のうち空き地となっている土地の資産価格を計上
一筆ごとに地域・地目ごとの平均価格を用いて年度末の時価を算出し計上

２ 投資等

(1) 投資及び出資金
・
・
・

公営企業会計、第三セクター等に対する出資金、出えん金を計上
市場価格のある有価証券は年度末の時価を算出し計上
市場価格のない出資金等については簡易的に実質価格を算出し計上

(2) 貸付金
・
・

中小企業設備近代化資金、災害援護資金等の市が貸しつけている資金の年度
末残高を計上

(3) 基金等 ・原資を確保し利息を運用するなど固定性の高い基金の年度末残高を計上

(4) 長期延滞債権 ・収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権を計上

(5) 回収不能見込額 ・貸付金及び長期延滞債権のうち、将来の回収が見込まれない額を計上

３ 流動資産

(1) 現金･預金 ・現金や流動性の高い基金の年度末残高を計上

(2) 未収金 ・収入未済額のうち、現年度に発生した債権を計上

負債の部

1 固定負債

(1) 地方債 ・地方債残高から翌年度償還予定額を控除した額を計上

(2) 長期未払金
・
・

債務負担行為のうち、既に確定したとみなされるものについて、期末日より１年
以内の支出予定額を除いた額を計上

(3) 退職手当引当金
・
・

年度末に特別職を含む全職員（年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退
職手当支給見込額から翌年度退職手当の支払予定額を控除した額を計上

２ 流動負債

(1)
翌年度償還予定地
方債額

・地方債の翌年度償還予定額を計上

(2) 短期借入金
・
・

歳入が歳出に不足する場合に翌年度の歳入を繰り上げて当年度の歳入に充て
た額を計上

(3) 未払金
・
・

債務負担行為のうち、既に確定したとみなされるものについて、翌年度支払い
予定額を計上

(4)
翌年度支払予定退
職手当

・翌年度の当初予算額を計上

(5) 賞与引当金
・
・

翌年度に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち、今年度負担相
当額を計上

純資産の部

１ ・公共資産や投資等の資産形成に充てられた国庫支出金、県支出金を計上

２
・
・

公共資産や投資等の資産形成に充てられた財源のうち、国庫支出金、県支出
金、地方債、未払金以外を計上

３
・
・

「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」により算出され
た額を計上

４
・
・

売却可能資産と市場価格のある有価証券等の評価差額、無償受贈資産受入額
を計上

公共資産等整備国県
補助金等

公共資産等整備一般
財源等

その他の一般財源

資産評価差額

貸借対照表の勘定解説
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経常行政コスト

１ 人にかかるコスト

(1) 人件費
・
・

職員等に対して支払われる給与費等から、退職手当と前年度賞与引当
金を控除した額を計上

(2) 退職手当引当金繰入等
・
・

退職手当の額及び当年度に退職手当引当金として新たに繰り入れた金
額を計上

(3) 賞与引当金繰入額 ・当年度の貸借対照表に計上した賞与引当金を計上

２ 物にかかるコスト

(1) 物件費
・
・
・

人件費､維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費を計
上（賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、備品購入費、報償費、委託
料、使用料及び賃借料、原材料費等）

(2) 維持補修費 ・公共用施設等の効用を保全するための経費を計上

(3) 減価償却費
・
・
・

有形固定資産（土地を除く）の帳簿原価から残存価格を差し引いた部分
を、その耐用年数の各期間に配分する費用（ここでは､貸借対照表に計
上された有形固定資産の減価償却相当額）を計上

３ 移転支出的なコスト

(1) 社会保障給付
・
・
・

地方公共団体が各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等）
に基づき被扶助者に対して支給する費用及び地方公共団体が単独で
行っている各種扶助の支出額を計上

(2) 補助費等
・
・

地方公共団体から他の地方公共団体もしくは民間に対し、各種の行政上
の目的をもって交付する経費を計上

(3) 他会計等への支出額 ・特別会計など他会計に対する繰出額等を計上

(4)
他団体へ公共資産整備補
助金等

・
・
・

他団体（国、県、一部事務組合、民間等）に支出した補助金、負担金等に
より当該地方公共団体の外に資産が形成される場合に、その補助金、負
担金を計上

４ その他のコスト

(1) 支払利息 ・地方債にかかる利息を計上

(2) 回収不能見込額
・
・

市税や使用料などのうち、回収不能見込額として新たに貸借対照表に計
上した金額及び当年度の不納欠損処理額を計上

(3) その他の行政コスト ・上記以外のコストを計上

経常収益

１ 使用料・手数料 ・使用料、手数料の調定額及び不納欠損処理額を計上

２ 分担金・負担金・寄附金 ・分担金、負担金、寄附金の調定額及び不納欠損処理額を計上

行政コスト計算書の勘定解説
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純経常行政コスト ・行政コスト計算書の純経常行政コストを計上

地方税 ・市税の調定額及び不納欠損処理額を計上

地方交付税 ・普通交付税及び特別交付税額を計上

その他行政コスト
・
・

地方譲与税などの各種交付金、財産収入（公共資産売却収入を除く）、
繰入金（基金取り崩し額を除く）、諸収入（貸付金回収額を除く）等を計上

・国庫支出金及び県支出金を計上

臨時損益

災害復旧事業費 ・災害復旧事業費を計上

公共資産除売却損益
・
・

公共資産を除去した場合は公共資産の帳簿価格、売却した場合は公共
施設の帳簿価格と売却額との差額を計上

投資損失
・
・

投資及び出資金の投資損失額と基金のうち時価のある有価証券の評価
差額を計上

長期未払金支払戻入 ・貸借対照表に計上された長期未払金・未払金に係る債務支払額を計上

長期未払金繰入等 ・
債務負担行為の設定に伴い、新たに貸借対照表に計上した長期未払
金・未払金を計上

科目振替

公共資産整備への財源投入
・
・

補助金及び地方債発行額を控除した公共資産整備に充てられた財源を
計上

公共施設処分による財源増
・
・

公共資産の除売却により貸借対照表から減額した公共資産の帳簿価格
に対する財源相当額を計上

貸付金・出資金等への財源投入
・
・

投資及び出資金、貸付金、基金積立額（公共資産の整備に充当されない
ことが明らかな基金を除く）を計上

・
・

貸付金回収額、基金取り崩し額、投資損失・長期延滞債権・回収不能見
込額の増減額を計上

減価償却による財源増 ・公共資産の減価償却に対応する財源相当額を計上

地方債償還による財源増 ・地方債元金償還額に負担した一般財源を計上

資産評価替えによる変動額 ・売却可能資産、投資及び出資金、基金の資産評価差額を計上

無償受贈資産受入 ・寄附などにより無償で資産を受け入れた場合の資産評価額を計上

純資産変動計算書の勘定解説

補助金等受入

一般財源

貸付金・出資金等の回収等によ
る財源増
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１ 経常的収支の部

支出
・
・
・

人件費、物件費、社会保障給付、補助金等、地方債・一時借入金の支払
利息、事務費に充当される他会計等への繰出額などの経常的な支出を
計上

収入
・
・
・

地方税、地方交付税、国県補助金等、使用料・手数料、分担金・負担金・
寄附金、諸収入、地方債発行額、基金取崩額などの経常的な収入を計
上

２ 公共資産整備収支の部 　

支出
・
・
・

地方公共団体が自ら公共資産を整備する公共資産整備支出、他団体に
補助金を支出して公共資産を整備する補助金支出、建設費に充当される
他会計等への繰出額を計上

収入
・
・

公共資産整備の財源となる国県補助金、地方債発行額、基金取崩額な
どを計上

３ 投資・財務的収支の部

支出
・
・

投資及び出資金、貸付金、基金積立額、公債費に充当される他会計等
への繰出額、地方債の元金償還額を計上

収入 ・貸付金回収額や上記支出の財源となった額を計上

資金収支計算書の勘定解説
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